
事業番号 - - -

（ ）

教育分野の政策立案・実施にあたり、これまではデータによる現状把握、それを踏まえた効果検証が十分ではない状況にある。令和5年4月に公開した「公教育データ・プラット
フォーム」の機能拡充により教育におけるデータの利活用促進に資する基盤整備を実施することが必要である。
また、大学等と連携し、教育データを活用したモデルケースとなり得る先進的な研究を実施することによりデータの利活用を推進し、教育分野のデータ駆動型の分析・研究を戦略
的に推進する。

令和6年度要求

-

-

-

37

(目)

(目)

11.0

　

　

　

(目)

0.9 1

22

試験研究費

教育政策調査研究委託費

委員等旅費

諸謝金

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
-

主な増減理由（・要望額・予備費）

-

令和6年度要求

事業概要URL https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div12-data-sci.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 26.5

14

94%

0.3

執行率（％）
=(G)/(F)

- - 94%

国立教育政策研究所

(目)

2023 文科 22 0014

文部科学省

政策 1　新しい時代に向けた教育政策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

我が国の教育データ分析・研究、成果共有の拠点(ハブ)として、以下の事案を行う。
①教育データサイエンス普及のための基盤整備
②教育データ分析・研究の推進
③国や自治体における教育データ分析・研究の支援

教育データサイエンスセンター
教育データサイエンスセン
ター長　大野　彰子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
文部科学省組織令 第81条

関係する
計画、通知等

デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和3年12月24日閣議
決定）

事業名 教育データサイエンス推進事業 担当部局庁 国立教育政策研究所 作成責任者

事業開始年度

施策 1-1 教育分野に関する客観的根拠に基づく政策立案の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_1-
1.pdf

-

令和4年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

37

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - - 10 26.5 37

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

教育データ・プラットフォームの構築
　　　国の教育分野の調査データや研究成果等を集約する公教育データ・プラットフォーム（試行版）の運用保守及び機能拡充
　
教育データを活用した分析・研究の推進
　　　教育分野のデータ駆動型分析・研究の推進
モデルケースとなり得る先進的な研究（公募型）を実施し、教育分野のデータ駆動型の分析・研究を戦略的に推進
　

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 9.4

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

- - 10 26.5

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 職員旅費 0.2 0

翌年度へ繰越し（D) - - - -

14.1

0

研究者、研究機関、自治体との連携による教育データを活用した研究を
拡充するため所要経費の増。



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

件 - - -

目標値 件 - - -

達成度 ％

公教育データ・プラットフォーム（試行
版）の追加データ

公教育データ・プラットフォー
ム（試行版）に追加されたデー
タ（最新データの追加を含む）

成果実績 件 - -

-

文部科学省・国立教育政策研究所等が実施した調査等のデータを一覧化し、公開する「公教育データ・プラットフォーム」を構築運用し、教育データ利活用の基盤を
整備する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

内部資料（プラットフォームアクセス件数）

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

1

活動目標 活動指標

-

年度

- -

定量的な成果指標 単位

件 -

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

公教育データ・プラットフォーム（試行
版）の構築・運用

公教育データ・プラットフォー
ム（試行版）構築・運用件数

活動実績

- 年度

公教育データ・プラットフォーム（試行
版）が研究者等に活用される。

プラットフォームアクセス件数

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

内部資料（プラットフォーム追加データ件数）

令和2年度 令和3年度

-

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

40

6

新たに公表したデータ等を着実に追加し、最新のデータの参照を可能にすることにより教育データの利活用を促進するため。

-

-％

-

目標値 40 -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

1

公教育データ・プラットフォーム（試行版）は、文部科学省・国立教育政策研究所等が実施した調査等のデータを一覧化し、公開するものである。プラットフォームの
安定した運用によりデータが常に利用でき、教育分野のデータ利活用の促進に資するため。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

1- 1

成果実績



改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度

備考

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

本事業は委員御指摘の通り、教育分野のデータ駆動型の分析・研究を戦略的に推進するため、教育データ利活用に関する環境を整備する事業であるが、直接的にデータ活用部署の利活用状況を把
握するためには別途調査等、手段を検討する必要があるため、今年度内での検討とさせていただきたい。いずれにせよ、データ利活用の状況把握に向けた長期アウトカム指標を検討したい。

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

平成30年度

平成23年度

本事業は、教育データサイエンス普及のための基盤整備や教育データ利活用に係る研究・支援を行う事業であり、データに基づく施策の立案・改善を促進し、教育
データを利活用した研究の活性化、新たな知見の創出に資するものであることから、事業の内容を踏まえ、引き続き適切な執行に務めるものとする。
今後も複数の業者が入札に参加できるよう、公告期間の確保や仕様書の内容の精査に努める。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

新22

令和元年度

平成28年度

平成29年度

令和3年度

平成27年度

令和2年度

0001

令和4年度 2022 文科 新22 0001

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

本事業は、教育データサイエンス普及のための基盤整備や教育データ利活用に係る研究・
支援を行う事業であり、データ駆動型教育への転換を促進するものである。
令和4年度に公教育データ・プラットフォーム（試行版）を構築し、令和5年4月から運用を開
始した。アクセス件数については、運用開始後数か月間の実績を踏まえ目標値を設定する
予定。
支出先を選定する際には複数者から見積もりを徴する等、競争性を確保している。

-

-

本事業は外部有識者の指摘を踏まえ長期アウトカムについては再設定するべきである。点検結果にも記載のとおり成果の実績等を踏まえた適切な目標値を設定
し、事業を遂行していくべきである。

外部有識者の所見

教育データの活用は中期アウトカムであり、最終的の目的は教育分野のデータ駆動型の分析・研究を戦略的に推進し、教育効果の向上であると考えられることから、長期アウトカムについ
ては再設定するべきである。



　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 職員人件費 4.9 備品費 デスクトップパソコン　外 0.6

一般管理費 人件費、諸謝金、消費税相当額の合計の１０％

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

消費税相当額 職員人件費の１０％ 0.5

計 6 計 0.6

0.6

諸謝金 会議謝金 0.1

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

国立教育政策研究所
9.4百万円

我が国の教育データを利活用した研究の拠点（ハブ）として、
教育データサイエンス普及のための基盤整備及び教育
データ利活用に係る研究・支援を行う。

 
諸謝金    0.14百万円

委員等旅費 0.31百万円

職員旅費  0.30百万円
を含む。

A.株式会社富士通総研

6.0百万円

国や自治体における教育データ分析・研究の支援

B.民間企業等

2.6百万円

（全14者）

国立教育政策研究所の非
常勤職員人件費1.2百万円
を含む

随意契約（企画競争） 随意契約（少額）



支出先上位１０者リスト

A.

B

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社富士通総研 8010401050783 教育データ分析・研究推進事業（地方自治体及び学校
における教育データ利活用の促進） 6

随意契約（企画
競争）

- - ｰ

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

-

2 株式会社ティ・アイ・ディ 4010001050832
ノートパソコン　ＨＰ　ＥｌｉｔｅＢｏ
ｏｋ　８６０　Ｇ９

0.3
随意契約（少

額）
- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ティ・アイ・ディ 4010001050832 デスクトップパソコン　外 0.6
随意契約（少

額）
- -

- -

- - -

4 日本郵便株式会社 1010001112577 後納郵便料 0
随意契約（少

額）
-

3 美津野商事株式会社 8010001007639
ＨＰ　ＥＮＶＹ　Ｄｅｓｋｔｏｐ　ＴＥ０
２－００９８ｊｐ

0.5
随意契約（少

額）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


